










































































原告 IP社の jonathanが2009年８月にイギリス唯冠社の Timothy Loに唯冠
社が所有しているすべての「IPAD」商標を購買することを打診した。2009年９


















































































原告は Colin Andew Shipp大律師の意見を証明するため、以下の判例を提供
した。
第１ ?Currie対Misa」（対価の定義）。
































































































































































































































































































文：A registered trade mark is a property right obtained by the registration of the
 
trade mark under this Ordinance）」と規定され、商標権が財産権として法律上認
められている。したがって、本件係争商標権譲渡の契約が香港法を適用されて
も、物権類似の支配関係の変動については商標権登録地の保護国法、つまり中国
法が適用される必要がある。この点について本件の原告らは、商標権の譲渡契約
の債権と商標権帰属の物権類似帰属問題について認識不十分であったと言わざる
を得ない。
また、1997年に香港、1999年にマカオが中国に返還されてから50年間、「一国
両制」の下で独立法的地域として中国の特別行政地域になっている。中国、香
港、マカオ及び台湾、この四地域間では、相互の為に法的融通を図る場合があ
る。例えば、租税法などである。しかし、知的財産権保護に関する分野では、中
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国において絶対的な独立「法域」が存在している。香港、マカオ、及び台湾の自
然人、法人をWTO加盟国の自然人、法人として扱わなければならなくなった
からである。
本件の「IPAD」商標権譲渡紛争の原告らが、中国法を避けるため、第三者の
台湾唯冠社との契約には当該契約紛争に香港法を適用し、香港の裁判所が管轄権
を有することで合意した。しかし、既述したように係争契約が認められても、係
争商標権の帰属は中国法を適用する必要がある。
２ WTO╱ TRIPs協定21条と中国の法規
WTO╱TRIPs協定21条では「加盟国は、商標の使用許諾及び譲渡に関する
条件を定めることができる」と定められ、いわゆる、商標譲渡に関する立法が各
加盟国に委ねられている。中国では、商標権譲渡は民事法律行為として、当事者
の主体資格、意思表示の真実、契約内容、形式等が中国の民事通則55条と契約法
11条及び商標法39条、商標法実施条例25条に基づくべきである。具体的には以下
の特徴がある。
第１、契約が当事者間で合意されていても商標局の認可が必要
中国商標法39条には「登録商標を譲渡する際は、譲渡人と譲受人は譲渡契約を
締結し、共同して商標局に申請しなければならない。」と規定され、中国商標法
実施条例25条１項には「商標局は、登録商標譲渡申請を審査許可した後、譲受人
が相応する証明を発行し、かつ、公告する」と規定されている。また、中国商標
局のガイドブックによれば、商標権譲渡は商標権の利用許諾と異なり、商標局の
許可が必要である。仮に当事者間で登録された商標権譲渡を合意し、意思表示が
真実であっても、商標局の許可がなければ、譲渡の効力が生じないと記述されて
(９)
いる。中国商標局は、上記の譲渡を受理し、約８カ月～10カ月後、その譲渡申請
を承認した場合、譲受人へ商標譲渡許可証明を交付し、合わせて公告を行う。譲
受人はその公告日から商標権を享有し、譲渡後は当該登録商標を使用する商品の
品質を保証する必要がある。
従って、仮に本件原告らと台湾唯冠社の間の係争商標の譲渡契約が有効であっ
ても、中国商標局の許可がなければ、原告らは中国で「IPAD」商標を使用でき
ないことは明らかである。それは、中国商標法では、登録商標権が商標局の許可
によって取得された権利であるので、商標譲渡も商標局の許可、公告を得ていな
い場合、譲受人が当該商標権を取得することができないからである。
第２、登録した商標又は出願中の商標も譲渡可能である。
譲渡できる商標が登録され、かつ有効期間中のみならず、出願中の商標も譲渡
することができる。2002年８月３日に中国商標法実施条例が改正される際、出願
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中の商標も譲渡できる規定が盛り込まれた。出願中商標とは、商標局に出願し、
登録出願を受理した通知を受け、審査中の出願商標を指す。公告中の商標、異議
審理中の商標及び復審中の商標、異議復審中の商標を含む。
第３、個別譲渡を認めないこと
商標の重要な役割として、商品と役務の出所を区別する機能を表示することで
ある。同じ又は類似役務、商標を異なる主体が所有することを認めない。それは
消費者に混同と誤認を生ずるからである。したがって、同一又は類似商品に使用
している同じ商標又は類似商標は一括譲渡すべきである。消費者を誤認させる恐
れがある商標の譲渡は制限すべきである。
なお、譲渡申請に必要な書類について、商標法の規定によれば、譲渡申請の手
続きは譲受人によって行われるが、申請するとき、以下の書類を商標局に提出す
る必要が
(10)
ある。
ア）商標譲渡申請書
イ）委任状（譲受人が署名捺印する）
ウ）譲渡契約書
商標局が登録した商標の譲渡の申立てを受領した後、申立内容を審査する。但
し、審査は譲渡申立の記載内容のみであり、商標譲渡契約は審査しない。当事者
は商標譲渡契約に関する紛争がある場合、訴訟又は仲裁で解決する。
３ 商標権譲渡契約の自由と制限
中国契約法に関する初の立法は1987年１月１日に施行された民法通則である。
1999年10月１日に施行された契約法が、民法通則と国務院、及び各部・委員会が
制定した契約関係法規を統一
(12)
した。
古典的私法原理としての契約自由の限界とは、市場経済、又は法律規準による
もので
(13)
ある。現代において、弱者から奪われた実質的自由を回復するために、多
くの点で契約自由の原則に修正が加えられるにいたっている。但し、本稿で検討
する中国における契約自由の限界、特に知的財産権譲渡の契約自由の制限とは、
一般の理論に加えて本稿で既述したように中国独特の制限が存在する。
第１、契約効力に関する一般原則について
中国の契約法44条には、「法に基づき成立した契約は、成立時点で効力を発す
るものとする。法律及び行政法規により契約の効力に関して、許可、登録等の手
続を経なければならないと規定されている場合、その規定に従う。」と規定され
ている。この規定からみると、中国における契約の効力と成立は別個の概念であ
る。たとえ契約が成立していても、法律が規定する効力発生要件に合致しない場
合、効力は生じない。契約成立は当事者の意思の次元の問題であり、契約自由原
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則に基づくが、その契約が有効かどうかをめぐっては国家の肯定、否定という国
家の側から関与する場合があると専門家が指摘して
(14)
いる。本件係争契約効力に国
家の側から関与するとは、既述したように中国商標局の審査の事を指す。すなわ
ち、商標局ガイドブックに記述されているとおり、当事者の合意があり、意思表
示が真実であっても、商標局の許可が必要である。
第２ 渉外契約の自由とその制限
中国民法通則145条には「渉外契約の当事者は、紛争処理に適用する法律を選
択することができるが、法に別の定めがある場合を除く」と規定されている。ま
た、中国契約法126条の前段には「渉外契約の当事者は、契約紛争に適用する法
律を選択することができる。但し、法律に別段の定めがある時はこの限りではな
い。」と規定されている。本件に対して別の定めがある場合としては商標法39条
と商標法実施条例第25条がある。つまり、本件の商標権の帰属とその内容におい
て、中国法を適用することとなる。また、契約法137条には「知的財産権を有す
るコンピューターソフトなどの目的物を売却する場合、法律に別途定められ、又
は当事者間で別途約定がある場合を除き、当該知的財産権は買手に属すものでは
ない」と規定されている、しかし、本件の商標権譲渡契約が当事者間で譲渡の約
定があっても、債権と物権類似の問題があるため、当事者合意のみで譲渡でき
ず、中国商標局の許可が必要である。それは TRIPs協定21条が中国に与えた権
利である。
結論として、中国における商標権譲渡契約の特有な制限が知的財産権法の特徴
であり、中国商標法制度に特色があると指摘したい。
Ⅴ おわりに
中国における商標権譲渡の準拠法が、法文上に2010年10月28日に中国「渉外民
事関係に関する法律適用法」を採択され、2011年４月１日に施行された。同法48
条によれば、「知的所有財産権の帰属とその内容において、保護を求める地の法
を適用」となっている。同法49条には「当事者が知的財産権譲渡と許諾に対して
その適用法を選択することができる。当事者が選択しなかった場合、本法で契約
に対する関係規定を適用する」と規定されている。しかし、本件は中国の「渉外
民事関係に関する法律適用法」が施行される前に生じた事件である為、同条文は
適用されない。この立法からみたのは、商標権譲渡を含む、知的財産権譲渡の原
因関係である契約など債権行為と目的である知的財産権の物権類似の支配関係の
変動とを区別し、それぞれの法律関係について別個に準拠法を指定すべきである
のが中国の通説である。しかし、この法規に基づく裁判例はまだ出ていないのが
現状で、今後の判例動向を注目すべきと考える。
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（１) ?IPAD」商標権に関する経緯
2000年 唯冠台北社が数カ国でそれぞれ「IPAD」商標を登録
2001年 唯冠科技（深セン）社が中国で「IPAD」商標を登録
2006年 アップル社がイギリスで唯冠社を起訴したが敗訴
2009年 唯冠台北社がすべての「IPAD」商標をアップル社子会社に譲渡
2010年４月
深セン市中級人民法院においてアップル社、IP社が唯冠科技社（深セン）
を起訴
2010年５月
アップル社、IP社が香港で唯冠香港社、唯冠科技（深セン）社、唯冠台
北社、楊氏を起訴
2011年12月 アップル社、IP社が敗訴
2011年12月 唯冠科技社（深セン）が福田、恵州においてアップル社の販売社を起訴
2012年１月 アップル社、IP社が上訴
2012年１月
唯冠科技社（深セン）が上海法院においてアップル社「IPAD」製品に対
して販売禁止申し立て
2012年２月 唯冠科技社（深セン）が米国カリフォルニア州においてアップル社を起訴
2012年２月 恵州市中級人民法院で唯冠科技社が勝訴
2012年５月 カリフォルニア州の訴訟は唯冠科技社（深セン）が敗訴
（２) 2011年11月17日判決、（2011）深中法民三初字第208、233号
（３) 饒衛華「IPAD商標権譲渡の契約真意表示について」を参照 http://blog.sina.com.cn/
（４) 小口彦太・田中信行『現代中国法（第２版）』（成文堂、2012年）、413頁
（５) 松岡博編『国際関係私法入門（第２版）』（有斐閣、2012年）、166頁以下参照。
（６) 木棚照一『国際知的財産法』（日本評論社、2009年）、252頁から255頁
（７) 中山信弘「知的財産法の将来像」（有斐閣出版社、ジュリストNo918、1988年９月15日
号）、４頁
（８) 香港は1948年6月イギリスが GATT加盟すると共に加盟した。1986年４月23日香港は独
立関税地域として認められた。マカオは1987年３月独立関税地域として GATTに加盟した。
（９) 国家工商行政管總局商標局編『中華人民共和国商標法の釈義』（中国工商出版社、2003
年）、158頁；中国弁護士協会・知的財産権専門委員会編「中国弁護士知的財産権業務ガイドプ
ック『商標業務ガイドブック』」（中国法制出版社、2007年）、130頁から131頁；魏啓学・劉新
宇編『中国商標実務基礎（日本語版）』（社団法人発明協会、2008年）、123頁
（10) 魏啓学・劉新宇編『中国商標実務基礎（日本語版）』（社団法人発明協会、2008年）、124頁
（11) 小野昌延・三山峻司『新・商標法概説』（青林書院、2009年）、357頁
（12) 小口彦太・田中信行（前掲書・注４）、245頁
（13) 田中耕太郎訳・ラートブルフ著作集第１巻『法哲学』、（東京大学出版会、1961年）316頁
から318頁
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（14) 小口彦太・田中信行（前掲書・注４）、260頁
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